1、 訴状の必要的記載事項の趣旨について
1、 民事訴訟手続は、原告の訴え提起によって始まるが、この訴え提起は、訴状を提出してしなければならない（133条1項）。このように、訴え提起に書面が要求された趣旨は、訴え提起が民事訴訟の全ての手続の基礎となるものであることから、手続の対象となる紛争を明確化するためである。

　　　そして、このように訴え提起の際に提出する訴状には、一定の事項を記載しなければならないとされ、この記載が要求される事項のことを、必要的記載事項という。この訴状の必要的記載事項には、①当事者およびその法定代理人（同条2項1号）と、②請求の趣旨および原因（同条項2号）がある。それでは、これらの記載が必要とされたのは、如何なる趣旨によるものであろうか。

２、①について

（1） 当事者とは、（定義）をいう。

法定代理人とは、（定義）をいう。

（2） ア　当事者の記載が要求された趣旨＝判決の名宛人　を手続当初から明確にしておくことで、紛争を明確化する。
イ　法定代理人の記載が要求された趣旨＝当事者に訴訟能力がない場合には、法定代理人によって訴訟行為をするしかない。そこで、手続に必要な法定代理人を手続当初から明確にしておくことで、訴訟無能力者の手続保障を図るとともに、紛争を明確化する。

　３、②について

（1） 請求の趣旨とは、（定義）をいう。

請求の原因とは、（定義）をいう。

（2） 　請求の趣旨の記載が要求された趣旨＝原告の被告に対する請求内容を明確化し、紛争を明確化する。

　　　　請求の原因の記載が要求された趣旨＝請求の趣旨だけでは抽象性を払拭できないので、請求の趣旨を基礎付ける請求の原因を記載せしめ、請求の趣旨と相俟って、紛争を明確化する。

4、 　結局、訴状の提出そのものが要求された趣旨と同　　じく、紛争の明確化が記載事項の趣旨。

2、 訴状の不備を理由とする訴状の却下について

1、 このように、訴状には一定の事項を記載することが要求される。そして、この記載に不備がある場合、まず裁判長が補正命令を発する（137条1項前段）。しかし、このような補正命令に原告が応じない場合や、そもそも補正が不可能な場合は、訴状は不備なままであるため受理するわけにはいかず、却下することになる。
2、 補正命令に応じないことを理由とする却下（137条2項）

　　（137条2項そのまま）。このように、かかる却下の裁判形式は命令である。命令とは、（定義）をいう。そして、この命令に不服があるときは、原告は即時抗告できる（同条3項）。

　　このように、この却下が命令とされているのは、当事者に補正の機会を与えた以上、慎重な手続を要しないということによるものであり、これによって訴訟経済を図る。

3、 補正が不可能なことを理由とする却下（140条）

補正が不可能な場合は判決で却下。このように、かかる却下の裁判形式は判決である。判決とは、（定義）をいう。そして、この判決に不服があるときは、原告は控訴・上告ができる（条文）。

このように、この却下が判決とされているのは、当事者に補正の機会を与えずに却下する以上、ある程度慎重な手続をとることで、当事者の手続保障に一定の配慮を図ったためである。ただし、あくまで形式裁判なので、口頭弁論は開かなくてよい（条文）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
